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見直し方向性
大幅見直し（事

業組替等）

令和７年度のKPIの実績が低調なため、８年度の執行においてはマッチング獲得に向けて営業活動に注力す

ることで実績増加を目指す一方、９年度の当初予算においては県内介護施設等のニーズ等も踏まえ、手法

の大幅な見直し等を検討する。

７

年

度

要因分析

要因
各セミナーへの参加は122社と県内事業所の関心の高さは見られたが、人材採用という経営方針に関する性質上、受入を希

望しても、予算確保や総会での議決等、施設側の意思決定に一定時間を要する傾向が見られ、７年度中のマッチングの申込

が低調となり、目標未達成となった。

総括

千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 220

千円 決算額 13370 千円 決算額

13590 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 15605 千円 決算額 19153

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
35905 千円

最終現計

予算額
32330 千円

最終現計

予算額

％ 達成率 8 ％ 達成率

千円 不用額 千円

介護特定技能外国人マッチング人数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

人 実績値 人

ストック

/フロー
ストック 達成率 ％ 達成率

人 実績値 人 実績値 4

50 人 目標値 120 人

実績値 人 実績値

当初 事　項 外国人介護人材マッチング支援事業費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要

介護従事者の充実に向けて、介護特定技能外国人をターゲットにマッチングの促進を図

るとともに、介護分野における中国との留学生交流を支援する。

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 人 目標値 人 目標値

始期 2019

終期 2029

Ｋ  P  Ｉ

決算額 33256 千円 決算額

33256 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 32797 千円 決算額 32837

見直し方向性 改善

R5年度以降、目標達成できているとともに、増加傾向にあり、8年度にはKPIの引き上げを行い、シニア世

代に加え、ミドル世代にも対象を拡大する予定。福祉人材センターと連携して、就職希望者の掘り起こし

など、更なる福祉・介護人材の確保策を検討する。

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
32797 千円

最終現計

予算額
32837 千円

最終現計

予算額

150 ％ 達成率 115.6 ％ 達成率
ストック

/フロー
フロー 達成率 105 ％ 達成率

千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額

千円

人 実績値 90 人

人 目標値 90 人 目標値 100R  4  年  度 目標値 60 人 目標値 60

終期

Ｋ  P  Ｉ

福祉人材センターを通じた就職者

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

令和７年度　　事後評価シート

当初 事　項 福祉・介護人材確保対策事業費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要
福祉・介護従事者の充実に向けて、総合的な人材確保事業を実施する。

始期 2009

実績値 104 人 実績値 人

人

実績値 60 人 実績値 63
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見直し方向性 改善

求職者にとっては、訪問介護事業所等で働きながら資格が取得することができ、訪問介護事業所にとって

も、事業参加にあたって自己負担がないなど、双方にメリットの大きい事業と考えていたが、それでも令

和７年度目標が達成できなったことを踏まえ、令和８年度はターゲット設定をより明確にし、40代～50代

の主婦層をターゲットに、受託事業においてWEB広告等による事業周知を図るとともに、県からは広報誌

や公式LINE等での宣伝によりサポートを行うことで、新規雇用者の向上につなげることとしたい。

千円

７

年

度

要因分析

要因
令和６年度から財源である地域医療介護総合確保基金の管理運営要領の変更により、対象事業所が訪問介護等の訪問系サー

ビスのみとなったため、令和７年度は訪問介護事業所等の支援に特化した事業に再構築したが、介護職の従事経験がない求

職者にとって、いきなり利用者宅を訪ねる訪問介護は想定以上に心理的ハードルが高く、また、小規模な訪問介護事業所に

とっては、マンパワー不足で十分な求人活動が行えないなどの要因があり、目標が達成できなかったと考えられる。

総括

千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 8575

千円 決算額 16029 千円 決算額

人 実績値 33

24604 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 76282 千円 決算額 73991

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
78683 千円

最終現計

予算額
78698 千円

最終現計

予算額

82.5 ％ 達成率 53.3 ％ 達成率

千円 不用額

始期 2015

終期

Ｋ  P  Ｉ

プログラム終了後、介護事業所へ就業した人数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

人 実績値 人

ストック

/フロー
フロー 達成率 82.5 ％ 達成率

人 実績値 33 人 実績値 8

15 人 目標値 15 人

実績値

決算額 97112

見直し方向性 維持

本事業による貸付を受けた学生が、予定通り卒業、就職をすることで、KPIの目標値を達成する可能性が十

分にあると考えているため、R9年度の事業見直しは想定していない。

当初 事　項 介護雇用プログラム推進事業費 予算主管課 長寿介護課

事　業

概　要

介護職員を安定的に確保するため、働きながら介護分野の資格を取得できる「介護雇用

プログラム」を実施する。

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因
介護福祉士修学資金及び社会福祉士修学資金の貸付を行った養成校の生徒が、卒業後に、介護福祉士または社会福祉士以外

の進路を選択したため。

総括

R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 40 人 目標値 40 人 目標値

％ 達成率

％ 実績値 90.9 ％ 実績値 92.7

千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 1742

千円 決算額 91851 千円 決算額

93593 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 39017 千円

R  4  年  度 目標値 100 ％ 目標値 100 ％ 目標値

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
39695 千円

最終現計

予算額
97194 千円

最終現計

予算額

90.9 ％ 達成率 92.7 ％ 達成率

％ 実績値 ％

ストック

/フロー
ストック 達成率 95

始期 2015

終期

Ｋ  P  Ｉ

貸付を受けた者のうち、貸付を機に福祉・介護の職に従事・復職した者

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

2月補

正
事　項 介護福祉士修学資金等貸付事業費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要

介護福祉士養成施設入学者に対する修学資金等貸付事業の実施に要する経費を補助す

る。

100 ％ 目標値 ％

実績値 ％ 実績値 95

R  7  年  度 R  8  年  度
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見直し方向性 維持

７年度も目標値に及ばなかったものの、育成者数は４年ぶりに増加に転じ、継続雇用者数も増加を続けて

おりKPI向上の余地はあるため、引き続き県、委託先、応募事業所がそれぞれ適切な時期に広報・啓発等に

努め、成果の向上につなげたうえで、９年度予算への反映を検討する。

千円

７

年

度

要因分析

要因
事業実施希望のある16法人・20事業所を全て受入れた結果、法人の実施する説明会への参加者数は昨年度の1.25倍とな

り、育成者数も1.4倍となったが、法人からの報告によると、雇用のミスマッチや啓発不足等により目標とするほどの採用に

至らなかった可能性がある。

総括

千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 3869

千円 決算額 19277 千円 決算額

人 実績値 174

23146 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 12440 千円 決算額 12660

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
17191 千円

最終現計

予算額
17191 千円

最終現計

予算額

94.8 ％ 達成率 94.8 ％ 達成率

千円 不用額

始期 2016

終期

Ｋ  P  Ｉ

介護助手育成者数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

人 実績値 人

ストック

/フロー
ストック 達成率 94.05 ％ 達成率

人 実績値 201 人 実績値 239

252 人 目標値 271 人

実績値

決算額 14853

見直し方向性 維持

７年度のKPI実績は想定どおりの成果であり、８年度以降も現状のニーズを踏まえるとKPIは目標達成する

と考えられるため、次年度以降も継続する。

当初 事　項 地域の介護人材参入・定着促進事業費 予算主管課 長寿介護課

事　業

概　要

補助的業務を担う新たな人材の育成や、介護事業所への補助的業務従事者の介護員養成

研修受講費補助、介護支援機器を活用した介護技術の向上に資するノーリフティングケ

アを普及する研修等により、介護人材の参入促進、資質向上及び離職防止を図る。

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 185 人 目標値 212 人 目標値

％ 達成率

団体 実績値 8 団体 実績値 8

千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 3013

千円 決算額 14404 千円 決算額

17417 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 16016 千円

R  4  年  度 目標値 8 団体 目標値 8 団体 目標値

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
16829 千円

最終現計

予算額
17493 千円

最終現計

予算額

100 ％ 達成率 100 ％ 達成率

団体 実績値 団体

ストック

/フロー
フロー 達成率 100

始期 2015

終期

Ｋ  P  Ｉ

介護人材研修を実施した団体の延べ数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 介護人材研修等支援事業費 予算主管課 長寿介護課

事　業

概　要

介護職員の育成や確保、資質向上等を図るため、介護関係団体等が行う人材養成等事業

に要する経費を補助する。

8 団体 目標値 7 団体

実績値 7 団体 実績値 8

R  7  年  度 R  8  年  度
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見直し方向性 改善

介護職員の質の向上は喫緊の課題であり、本事業の必要性は高い。

R６年度介護報酬改定で研修参加が必要な加算も増え、派遣人数及び派遣日数が増えていることから、事業

所からのニーズに対応するとともに、派遣者の確保を図るため、令和８年度から、委託先の派遣会社に募

集方法の強化や多様化を求めていく。

千円

７

年

度

要因分析

要因
日数の長い研修に対する代替派遣が多かったため、派遣人数は目標未達となったが、派遣日数は目標の1,200日を上回る

1,219日であった。

総括

千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 622

千円 決算額 23172 千円 決算額

25 人 実績値 30

23794 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 21452 千円 決算額 20565

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
22251 千円

最終現計

予算額
22735 千円

最終現計

予算額

65 ％ 達成率 77.5 ％ 達成率

千円 不用額

始期 2019

終期

Ｋ  P  Ｉ

研修受講時の代替職員派遣人数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

人 実績値 人

ストック

/フロー
フロー 達成率 75 ％ 達成率

人 実績値 26 人 実績値 31

40 人 目標値 40 人

実績値

決算額 20550

見直し方向性 改善

7年度のKPI実績値は好調であり、8年度はKPI目標値引上げを図る。また、事業開始から10年が経過するこ

とから、8年度の執行方法は一部見直しを検討するとともに、これまでの実績を再確認のうえ9年度は更な

る効率化を図る。

当初 事　項 介護職員等資質向上支援事業費 予算主管課 長寿介護課

事　業

概　要

介護職員等の資質向上を図るため、県内の介護サービス事業所等が現任介護職員等に研

修を受講させる際に、その代替職員を派遣する。

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 40 人 目標値 40 人 目標値

％ 達成率

人 実績値 1011 人 実績値 1602

千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 56

千円 決算額 22804 千円 決算額

22860 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 15782 千円

R  4  年  度 目標値 1000 人 目標値 1000 人 目標値

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
15786 千円

最終現計

予算額
20555 千円

最終現計

予算額

101.1 ％ 達成率 160.2 ％ 達成率

人 実績値 人

ストック

/フロー
フロー 達成率 63.8

始期 2016

終期

Ｋ  P  Ｉ

セミナー参加者の数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 働く家族の介護力強化事業費 予算主管課 長寿介護課

事　業

概　要

介護離職等の防止に向けたセミナーの開催や働く家族・経営者・専門家等によるネット

ワークの構築、ICTを活用した介護情報の提供等により、介護離職防止や介護不安の軽

減を図る。

1000 人 目標値 1100 人

実績値 人 実績値 638

R  7  年  度 R  8  年  度



9

※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

10

※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

見直し方向性 維持

生産性向上の取組については、働きやすい職場環境づくりに有効であり、また、処遇改善加算の取得等に

おいても評価対象となるなど、介護サービス提供体制を維持するために必要であることから、当面継続す

る。

千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 1660

千円 決算額 41267 千円 決算額

事業所 実績値 8

42927 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 15922 千円 決算額 68999

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
19483 千円

最終現計

予算額
70555 千円

最終現計

予算額

115.1 ％ 達成率 102.8 ％ 達成率

千円 不用額

始期 2023

終期

Ｋ  P  Ｉ

生産性向上に取り組み待遇改善に繋げた事業所数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

事業所 実績値 事業所

ストック

/フロー
ストック 達成率 266.67 ％ 達成率

事業所 実績値 61 事業所 実績値 109

106 事業所 目標値 事業所

実績値

決算額 178352

見直し方向性 維持

R８年度事業は、国の経済対策として事業所に対する補助率が引き上げられたことにより事業所の自己負担

軽減を図る事が可能となったため、訪問介護などの小規模事業所に対し、積極的な周知を行う。

当初 事　項 介護生産性向上推進事業費 予算主管課 長寿介護課

事　業

概　要

生産性向上の取り組みを業界へ波及させるため、相談窓口を設置し、専門家によるサ

ポートを行うほか、モデル事業所を創出して好事例を展開するなど、業務改善や効率化

等の生産性向上に取り組む事業者を支援する。

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因
施設系サービスの事業所は約７割が補助金を活用して導入をしているが、訪問介護などの小規模事業所は導入実績が低い傾

向にあり、費用的な面からも負担が大きく、新規導入に踏み切れない事が要因として考えられる。

総括

R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 3 事業所 目標値 53 事業所 目標値

％ 達成率

事業所 実績値 事業所 実績値 643

千円

繰越額 417976 千円 繰越額 千円

不用額 21967

千円 決算額 375042 千円 決算額

814985 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 177380 千円

R  4  年  度 目標値 800 事業所 目標値 800 事業所 目標値

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
193151 千円

最終現計

予算額
191410 千円

最終現計

予算額

％ 達成率 80.4 ％ 達成率

事業所 実績値 事業所

ストック

/フロー
ストック 達成率 104.75

始期 2016

終期

Ｋ  P  Ｉ

介護テクノロジーの導入を行った事業所数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初,2

月補正
事　項 介護テクノロジー導入促進事業費 予算主管課 長寿介護課

事　業

概　要

労働環境の改善等による介護人材の確保を図るため、介護分野へのAI・介護テクノロ

ジーの導入と、業務の効率化等を支援する。

800 事業所 目標値 800 事業所

実績値 事業所 実績値

R  7  年  度 R  8  年  度



11

※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

12

※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

見直し方向性 改善

外国人介護人材の採用については、各法人の判断に大きく影響を受けるが、令和８年度以降も、外国人介

護人材の採用や定着に向け、在留外国人や事業所のニーズに応じた支援内容に改善し、更なる外国人介護

人材の確保・定着に繋げる。

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因
外国人介護人材数は順調に増加しているところであるが、令和３年度頃から受入数が拡大した特定技能制度による外国人介

護人材の在留期間満了による帰国や、送り出し国の情勢による出国制限等が要因として考えられる。

総括

千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 1058

千円 決算額 30848 千円 決算額

人 実績値

31906 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 千円 決算額

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
千円

最終現計

予算額
千円

最終現計

予算額

％ 達成率 91.1 ％ 達成率

始期 2024

終期 2029

Ｋ  P  Ｉ

外国人介護人材数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

人 実績値 人

ストック

/フロー
ストック 達成率 ％ 達成率

人 実績値 1056 人 実績値 1596

1751 人 目標値 2091 人

実績値

決算額

見直し方向性 維持

介護人材の不足が見込まれる中、外国人介護人材の受入・定着に向けて、在留資格「介護」の取得を促進

しているが、取得要件である介護福祉士試験については、日本人に比べ、外国人の合格率が低いため、学

習支援の継続が必要。

当初 事　項 外国人介護人材定着支援事業費 予算主管課 長寿介護課

事　業

概　要

外国人介護人材の受入体制を支援するため、外国人介護人材及び受入施設等に対する各

種研修の実施に加え、受入施設に対し、定着や環境整備に要する経費を補助する。

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因
外国人介護福祉士候補者（EPA）及び外国人留学生介護福祉士候補者を受け入れる全ての施設で制度が活用されたものの、

EPA候補者の介護福祉士試験の合格率は全国的にも31.8%（R7年度）にとどまっており、本県においても合格者が増えな

かった。

総括

R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 人 目標値 人 目標値

％ 達成率

人 実績値 人 実績値 9

千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 8303

千円 決算額 10297 千円 決算額

18600 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 千円

R  4  年  度 目標値 7 人 目標値 12 人 目標値

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
千円

最終現計

予算額
千円

最終現計

予算額

％ 達成率 69.2 ％ 達成率

人 実績値 人

ストック

/フロー
フロー 達成率

始期 2025

終期 2029

Ｋ  P  Ｉ

外国人介護福祉士候補者の介護福祉士資格取得者数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 外国人介護人材受入支援事業費 予算主管課 長寿介護課

事　業

概　要

外国人介護福祉士候補者に対する専門学習及び、ＥＰＡ介護福祉士候補者を受け入れる

施設や教育機関に対し補助を行う。

13 人 目標値 26 人

実績値 人 実績値 6

R  7  年  度 R  8  年  度


